
溝端　浩人（公認会計士・税理士）
▶著書
　｢図解・業務別　会社の
　税金実務必携｣(共著)他

著者紹介

松本　栄喜（税理士）
朝日監査法人（現有限責任あずさ監査法人)
にて実務を経験後、平成4年3月に溝端公認
会計士事務所開業。株式会社コンサルティン
グ・モール代表取締役。
【事務所】大阪市天王寺区（谷町九丁目）

大原簿記専門学校税法講師を経て、妙中
公認会計士事務所にて実務を経験後、平
成18年に税理士事務所開業。税理士法人
松本会計事務所代表。
【事務所】大阪市淀川区西中島

みぞばた ひろ と まつもと ひで き

　私は、甲社を経営している社長です。この度、インターネット上に広告宣伝用のホームページを開設しました。

　ホームページには会社の事業内容や商品の説明を掲載している他に、自社商品のオンラインショッピング機能がついて

います。このホームページの作成費用は、経費として処理することができるのでしょうか？

　ホームページは、その内容が頻繁に更新されるので、その作成費用は原則として支出時の損金として処理することがで

きます。

　ただし、商品のオンラインショッピング機能のような複雑な機能の作成に係る部分については、ソフトウェアに該当す

るので、原則として無形固定資産に計上し、減価償却の方法で損金の額に算入していくことになります。

公認会計士・税理士　溝端浩人
税理士　松本栄喜第19回 ホームページの作成費用は損金算入？

平成30年7月 平成30年7月

小野山　匠海（公認会計士・税理士）
京都大学経済学部卒。朝日監査法人（現有限責任あずさ監査法人）にて実務を経験後、小野山公認会計士事務所、
あかつき合同会計事務所開設。
【事務所】大阪市中央区（天満橋）

著者紹介

お やま なるの み

　平成30年度税制改正における所得税関係の改正として、働き方の多様化への対応と所得再分配機能の回復の観点から、各種控除の見直しが行わ
れます（適用は平成32年（2020年）分以後の所得税より）。

所得税関係 公認会計士・税理士　小野山匠海

1　基礎控除の見直し
　基礎控除額を10万円引き上げるとともに、個人の合計所得金額に
応じて次のとおりとされます。なお、合計所得金額が2,500万円を
超える個人は、基礎控除の適用ができなくなります。

2　人的控除の所得基準の見直し
　基礎控除の引上げに伴い、人的控除の適用要件（所得基準）の見直
しが行われます。

3　給与所得控除の見直し
　基礎控除の引上げに伴い、給与所得控除
額が10万円引き下げられます。
　また、給与所得控除の上限額が適用され
る給与等の収入金額及び上限額が引き下げ
られます。ただし、子育て世帯（22歳以下
の扶養親族が同一生計内にいる者）、介護
世帯（特別障害者控除の対象者が同一生計
内にいる者）は、負担軽減のため、適用さ
れる給与等の収入金額及び上限額が緩和さ
れます。

4　公的年金等控除の見直し
　基礎控除の引上げに伴い、公
的年金等控除が10万円引き下げ
られます。また、公的年金等の
収入金額が1,000万円を超える
場合、控除額の上限が設けられ
ます。
　なお、公的年金等に係る雑所
得以外の所得に係る合計所得金
額が1,000万円超2,000万円以下
の場合は10万円、2,000万円を
超える場合は20万円更に引き下
げられます。

5　青色申告特別控除の見直し
　正規の簿記の原則に従って記録している者に係
る青色申告特別控除の控除額が、65万円から55万
円に引き下げられます。
　ただし、右記のいずれかの要件を満たす場合は、
現行の65万円控除を適用することができます。

合計所得金額 改正前 改正後 増減

2,400万円以下 38万円 48万円 10万円

2,400万円超　2,450万円以下 38万円 32万円 △6万円

2,450万円超　2,500万円以下 38万円 16万円 △22万円

2,500万円超 38万円 0円 △38万円

控除項目 改正前 改正後

配 偶 者 控 除 38万円以下 48万円以下

配偶者特別控除 38万円超　123万円以下 48万円超　133万円以下

扶　養　控　除 38万円以下 48万円以下

勤労学生控除 65万円以下 75万円以下

■給与所得控除の金額

給与等の収入金額 給与所得控除額
（改正前）

給与所得控除額（改正後)

子育て・介護世帯以外 子育て・介護世帯

162.5万円以下 65万円 55万円 55万円

162.5万円超　180万円以下 収入金額× 40％ 収入金額× 40％－ 10万円 収入金額× 40％－ 10万円

180万円超　 360万円以下 収入金額× 30％＋ 18万円 収入金額× 30％＋8万円 収入金額× 30％＋8万円

360万円超　 660万円以下 収入金額× 20％＋ 54万円 収入金額× 20％＋ 44万円 収入金額× 20％＋ 44万円

660万円超　 850万円以下
収入金額× 10％＋ 120万円

収入金額× 10％＋ 110万円 収入金額× 10％＋ 110万円

850万円超　1,000万円以下
195万円

195万円＋ (給与収入－ 850万円)× 10％

1,000万円超 220万円 210万円

年金を受け取る人の年齢 公的年金等の収入金額の合計額 公的年金等控除（改正前) 公的年金等控除（改正後)

65歳未満

65歳以上

130万円以下

130万円超　 410万円以下

410万円超　 770万円以下

770万円超　1,000万円以下

1,000万円超

330万円以下

330万円超　 410万円以下

410万円超　 770万円以下

770万円超　1,000万円以下

1,000万円超

70万円

収入金額× 25％＋ 37.5万円

収入金額× 15％＋ 78.5万円

収入金額×5％＋ 155.5万円

120万円

収入金額× 25％＋ 37.5万円

収入金額× 15％＋ 78.5万円

収入金額×5％＋ 155.5万円

60万円

収入金額× 25％＋ 27.5万円

収入金額× 15％＋ 68.5万円

収入金額×5％＋ 145.5万円

195.5万円

110万円

収入金額× 25％＋ 27.5万円

収入金額× 15％＋ 68.5万円

収入金額×5％＋ 145.5万円

195.5万円

■青色申告特別控除の控除額65万円の要求

①　所得税の確定申告書、貸借対照表及び損益計算書等を、その提出期限までに電子情報処理組織
（e-Tax）を使用して行っている。

②　「国税関係帳簿書類の保存方法等の特例に関する法律」の定めに従い、仕訳帳及び総勘定元帳等に
ついて電磁的記録の備付、保存を行っている。

■給与所得控除（改正前と改正後）

230万円
210万円
190万円
170万円
150万円
130万円
110万円
90万円
70万円
50万円

0

改正前

改正後

改正後
（子育て・介護世帯）

200万円 400万円 600万円 800万円 1,000万円 1,200万円

新たな機能の追加、機能の向上等に要する

費用

プログラムの機能上の障害の除去、現状の

効用の維持等に要する費用

■ホームページの作成費用の取扱い

＊１　支出金額が20万円未満の場合は支出時の損金として処理することができます。

＊2　青色申告書を提出する中小企業者等（常時使用する従業員の数が1,000人を超える中小企業者等を除く）が、平成32年3月31日までの間に取得等し事業供用し

た減価償却資産のうち取得価額が10万円以上30万円未満のものについては、その取得価額相当額をその事業供用時に一時に損金算入することができます（年間

300万円が限度)。

ホームページの内
容が頻繁に更新さ
れ、その作成費用
の効果が１年以上
に及ばない場合

支出時の損金（広告宣伝
費等）

使用期間が１年を
超える場合

繰延資産として使用期間
に応じて均等償却＊１

原則
無形固定資産（ソフトウ
ェア）として5年で償却

支出金額が30万円
未満の場合

支出時の損金＊2

新たな機能の追加、機能の向上等に要する

費用

プログラムの機能上の障害の除去、現状の

効用の維持等に要する費用

資本的支出として固定資産計上

修繕費として損金算入

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
作
成
費
用

複雑なプログ
ラムを有する
もの

ホームページの作成費用
のうち、商品検索機能や
オンラインショッピング
機能のような複雑な機能
の作成に係る費用

一般的なもの

ホームページの作成費用
のうち、会社の事業内容
や商品の説明等の作成に
係る費用

修正等の費用


